
老人保健施設温泉の里 
（介護予防）訪問リハビリテーション重要事項説明書 

 
１ 事業の目的及び運営の方針 
要介護状態又は要支援状態にある者（以下「要介護者等」という）に対し、適正な（介護予防）訪
問リハビリテーション等を提供することを目的とする。 
（介護予防）訪問リハビリテーションは、ご利用者が有する能力を最大限発揮し、活動水準を向上
させ、主体的な人生を送ることができるよう、理学療法・作業療法、その他必要なリハビリテーショ
ン提供します。 

 
２ 従業者の職員体制及び職務の内容 

職種 員数 勤務体制 
医師 １人 常勤兼務 ⽇勤午前８時５０分〜午後５時 
理学療法士 ２人 常勤兼務 ⽇勤午前８時５０分〜午後５時 
作業療法士 １人 常勤兼務 ⽇勤午前８時５０分〜午後５時 

 
  理学・作業療法士は、医師の指示とケアプラン及び（介護予防）訪問リハビリテーション計画に基
づいて、ご利用者の活動・参加水準の向上を図るために必要なリハビリテーション・指導を行います。 

 
３ 営業日及び営業時間 

営業日  月曜日から金曜日 
     ※祝日、振替休日、夏季休暇（８／１４〜１６） 

年末年始休暇（１２／２８〜１／３）は除きます。 
営業時間 ８：５０から１７：００ 

※サービス提供時間は、８：５０より移動開始、１７：００までに移動終了となるため、
そのサービス提供時間は、（介護予防）訪問リハビリテーションサービスを提供する区
域によって移動時間を考慮させていただきます。 

 
４ 通常の事業の実施地域 

周南市：旧徳山市全域  旧新南陽市全域 
防府市：富海、牟礼 

 
５ 利用料及びお支払い方法 

利用者及び代理人は、連帯して、当事業所に対し、〈別紙１〉利用料金表の利用単位ごとの料
金をもとに計算された月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービスの提供に伴い必
要となる額の合計額を支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状態等に変動が
あった場合、上記利用料金を変更することがあります。 
 利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、そのサービスが法定代理受領サ



ービスであるときは、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担
割合を乗じた額とする。 
当施設の支払方法は、同月末締めで翌月に請求明細書を発行し、２６日に銀行引き落としと
なります。但し、２６日が土日祝の場合は２６日以降の銀行営業日に引き落としとなります。 
現金支払いの場合は、翌月利用日にお支払いいただきます。このときに領収証を所定の方法

で交付します。 
 

６ 実施確認方法 
   利用毎に「訪問リハビリテーション実施記録報告書」の確認欄に利用者もしくは主たる介護
者に確認サインもしくは捺印をいただき、訪問リハビリテーションの実施確認としていただき
ます 
 

７ 事故発生時の対応 
（事故発生時の連絡手順） 
① すみやかに利用者の後見人、利用者の家族、身元引受人等関係者に連絡を行います。 
② 必要に応じて主治医に連絡を行い、医師の診断・指示に従います。 
③ 重大な事故については迅速に、軽微なものについても月毎に、市介護保険課に連絡を行います。 
④ 地域包括支援センター等（担当ケアマネージャー）に連絡を行います。 
（損害賠償） 
事故発生について、当施設に故意過失がある場合、利用者の損害を賠償します。 

（事故の原因解明及び再発防止対策） 
① 事故対策委員会に提出し検討会議を行い、検討により事故の再発防止策を決定します。 
② 記録を台帳に保管し、全スタッフが目を通し再発防止策を徹底します。 

 
８ 苦情処理の体制 
（苦情の受付窓口） 
サービス内容に関する相談・苦情に関するお問い合わせは下記のとおりです。 

苦情相談窓口 

 
周南市湯野４２０４−１ 
老人保健施設 温泉の里 １Ｆ 事務局 

 
苦情相談受付担当者 兼重 紀子 

電話番号 ０８３４−８３−３４１３ 
  
それ以外にも下記の相談窓口があります。 

周南市介護保険室 

所 在 地：周南市岐⼭通１−１ 

Ｔ Ｅ Ｌ：０８３４−２２−８４６７ 

利⽤期間：平⽇８：１５〜１７：００まで 



防府市介護保険室 

所在地：防府市寿町７−１ 

ＴＥＬ：０８３５−２５−２９７９ 

利⽤期間：平⽇８：１５〜１７：００まで 

国⺠健康保険団体組合連合会 

所 在 地：周南市岐⼭通１−１ 

Ｔ Ｅ Ｌ：０８３−９９５−１０１０ 

利⽤期間：平⽇９：００〜１７：００まで 
 

９ 苦情受付時の処理手順 
① 直ちにサービス提供責任者が相手方に連絡をとり、詳しい事情・事実関係の確認を行います。 
② サービス提供責任者が必要であると判断した場合、苦情検討委員会に提出し検討会議を行い、
苦情の対策案を決定します。 

③ 次回のサービス利用時までに、苦情検討委員会の案に基づき、具体的な対応を行います（利用
者への謝罪、改善点の連絡等）。 

④ 記録を台帳に保管し、全スタッフが目を通し再発防止に努めます。 
 
１０ 第三者評価の実施状況 
当事業所は、第三者評価の受審なし。 

 
１１ 虐待の防止等 
   当事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下に掲げる事項
を実施します。 
① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業
者に周知徹底を図ります。 

② 虐待防止のための指針を整備します。 
③ 虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 
④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

 
１２ 秘密の保持及び個人情報の保護 

当事業所とその職員は、業務上知り得た利用者及びその家族等に関する秘密及び個人情報の利用目
的を＜別紙１＞のとおり定め適切に取り扱います。また正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、
次の各号についての情報提供については、利用者及びその家族の同意を得た上で、その個人情報を使
用できるものとします。 
① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 
② 地域包括支援センター〔介護予防支援事業所〕等との連携 
③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 
④ 利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 
⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合等） 
前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとします。 


